
主な取組

1　就業・年金

○年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向け
た取組
「雇用対策法」（昭和41年法律第132号）第10
条に基づき、労働者の一人ひとりにより均等な
働く機会が与えられるよう、引き続き、労働者
の募集・採用における年齢制限禁止の義務化の
徹底を図るべく、指導等を行っている。また、
企業における高年齢者の活用を促進するため、
高年齢者の雇用環境の整備等や高年齢の有期雇
用労働者の無期雇用への転換を行う事業主を支
援するとともに、企業の自発的な動きが広がる
よう、65歳以降の定年延長や継続雇用制度の
導入等を行う事業主に対して支援する「65歳
超雇用促進推進助成金」を創設した。

○多様な形態による雇用・就業機会の確保
多様化する高年齢者のニーズに対応するた
め、シルバー人材センターにおける業務につい
て、都道府県知事が市区町村ごとに指定する業
種等において、派遣・職業紹介に限り、週40
時間までの就業が可能となるよう、「高年齢者
等の雇用の安定等に関する法律」（昭和46年法
律第68号）を改正し平成28年4月1日に施行さ
れ、秋田県仙北市、兵庫県養父市、滋賀県全域
において要件緩和がなされた。

○仕事と家庭を両立しやすい職場環境整備
介護を理由とする離職の防止を図り、介護休
業等を取得しやすい環境を整備するため、①介
護休業の分割取得（3回まで、計93日）や②介

護のための所定外労働の制限制度の創設、③介
護休暇の半日単位取得等を内容とした、「育児
休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働
者の福祉に関する法律」（平成3年法律第76号。
以下「育児・介護休業法」という。）の改正を
含む「雇用保険法等の一部を改正する法律」が
平成29年1月1日に施行された。改正法の円滑
な施行を図るため、都道府県労働局において施
行前には説明会などにより集中的に周知を行
い、施行後には、法の履行確保が図られるよう
事業主に対して指導を行った。
また、中高年を中心とした家族の介護のため
に離職する労働者の増加に対応するため、「介
護離職を予防するための両立支援対応モデル」
の普及促進を図るとともに、介護休業等を取得
する労働者が発生した場合の企業の対応モデル
「介護支援プラン」の策定・普及促進、仕事と
介護を両立できる職場環境の整備に取り組んで
いる企業が使用できるシンボルマーク「トモニ
ン」の周知等、事業主の仕事と介護の両立に向
けた取組を支援し、労働者の継続就業の促進を
図った。

○持続可能で安定的な公的年金制度の確立
公的年金制度の持続可能性を高め、将来の世
代の給付水準の確保等を図るため、短時間労働
者への被用者保険の適用拡大の促進、国民年金
第1号被保険者の産前産後期間の保険料の免除、
年金額改定ルールの見直し等を内容とする「公
的年金制度の持続可能性の向上を図るための国
民年金法等の一部を改正する法律」（平成28年
法律第114号。以下「年金改革法」という。）
が平成28年12月14日に成立した。
無年金者をできるだけ救済すると同時に、納
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付した年金保険料を極力給付に結びつける観点
から、消費税率の10％への引上げ時に行うこ
ととしていた老齢基礎年金等の受給資格期間を
25年から10年に短縮する措置について、無年
金の問題は喫緊の課題であり、できる限り早期
に実施する必要があるため、その施行期日を平
成29年8月1日に改める「公的年金制度の財政
基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年
金法等の一部を改正する法律の一部を改正する
法律」（平成28年法律第84号）が平成28年11
月16日に成立した。
また、将来に向けて、年金の保障機能を一層
強化し、老後の所得保障を厚くする観点から、
被用者保険の適用拡大を進めることとしてお
り、平成28年10月から、大企業で働く短時間
労働者を対象に被用者保険の適用拡大が実施さ
れた。

○高齢期に備える資産形成等の促進
勤労者財産形成貯蓄制度の普及等を図ること
により、高齢期に備えた勤労者の自助努力によ
る計画的な財産形成を促進している。
また、認知症高齢者等の財産管理や契約に関
し、本人を支援する成年後見制度について、周
知を図った。

2　健康・介護・医療

○必要な介護サービスの確保
介護人材の確保のため、地域医療介護総合確
保基金の活用により、「参入促進」「労働環境の
改善」「資質の向上」に向けた都道府県の取組
を支援するとともに、介護福祉士修学資金貸付
事業や再就職準備金貸付事業などにより、新規
参入の促進や離職した介護人材の呼び戻し対策
に取り組んだ。また、介護人材の確保が特に困

難な地域における介護人材の確保対策強化のた
め、平成28年度第2次補正予算において、再就
職準備金貸付事業における貸付額を倍増するな
どの拡充を行った。

○認知症高齢者支援施策の推進
平成24年9月に公表された「認知症施策推進
5か年計画」（オレンジプラン）の着実な実施を
図り、認知症施策を加速するため、27年1月に
「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等に
やさしい地域づくりに向けて～（新オレンジプ
ラン）」（以下「総合戦略」という。）を策定し
た。また、策定・公表に当たって、認知症施策
推進関係閣僚会合が開催され、総合戦略に基づ
き、関係省庁が一丸となって認知症施策に取り
組んでいくことが確認された。
総合戦略は、いわゆる団塊の世代が75歳以
上となる平成37年を目指し、認知症の人の意
思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよ
い環境で自分らしく暮らし続けることができる
社会を実現すべく、7つの柱に沿って、認知症
施策を総合的に推進していくもので、29年度
末等を当面の目標年度として、施策ごとの具体
的な数値目標などを定めている。
具体的には、①認知症への理解を深めるため
の普及・啓発の推進、②認知症の容態に応じた
適時・適切な医療・介護等の提供、③若年性認
知症施策の強化、④認知症の人の介護者への支
援、⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域
づくりの推進、⑥認知症の予防法、診断法、治
療法、リハビリテーションモデル、介護モデル
等の研究開発及びその成果の普及の推進、⑦認
知症の人やその家族の視点の重視の7つの柱に
沿って施策を推進した。

66



○高齢者医療制度について
平成27年5月に持続可能な医療保険制度を構
築するための国民健康保険法等の一部を改正す
る法律（平成27年法律第31号）が公布され、
被用者保険者の後期高齢者支援金について、被
用者保険者間の支え合いを強化し、より負担能
力に応じた負担とする観点から、総報酬割部分
を27年度に2分の1、28年度に3分の2に引き
上げ、29年度から全面総報酬割を実施するこ
ととされた。

○地域における包括的かつ持続的な在宅医療・
介護の提供
平成26年6月に施行された、地域における医
療及び介護の総合的な確保を推進するための関
係法律の整備等に関する法律に基づき、各都道
府県に創設された消費税増収分を財源とする地
域医療介護総合確保基金を活用し、在宅医療・
介護サービスの提供体制の整備等のための地域
の取組に対して支援を行った。また、同法のも
とで、在宅医療・介護の連携推進に係る事業
は、27年度以降、「介護保険法」（平成9年法律
第123号）の地域支援事業に位置づけ、市区町
村が主体となって郡市区医師会等と連携しなが
ら取り組むこととされた。28年度においては、
在宅医療・介護連携推進事業の取組推進を担う
自治体職員等を育成するための研修事業を実施
した。

3　社会参加・学習

○高齢者の社会参加と生きがいづくり
高齢者の生きがいと健康づくり推進のため、
地域を基盤とする高齢者の自主的な活動組織で
ある老人クラブ等や都道府県及び市町村が行う
地域の高齢者の社会活動を支援した。

また、企業退職高齢者等が、地域社会の中で
役割を持って生き生きと生活できるよう、有償
ボランティア活動による一定の収入を得ながら
自らの生きがいや健康づくりにもつながる活動
を行い、同時に介護予防や生活支援サービス基
盤となる活動を促進する「高齢者生きがい活動
促進事業」を実施した。

○市民やNPO等の担い手の活動環境の整備
市民の自由な社会貢献活動を促進するため、
寄附税制の活用促進に取り組むとともに、平成
28年6月に特定非営利活動促進法が改正され
（平成29年4月1日施行）、NPO法人の迅速な
設立に資するため「認証申請書類の縦覧期間の
短縮」等が行われたことから、改正法の円滑な
施行・周知に向けて取り組んだ。また、内閣府
NPOホームページなどで市民活動に関する情
報の提供を行った。

○生涯学習の基盤の整備
高齢者の主体的な地域参画に関する事例及び

関係者やアクティブシニアのネットワークづくり
に関するノウハウを共有し、地域参画に意欲を
持つ高齢者と活動の場を結びつける環境整備を
促進するためのフォーラム（長寿社会における
生涯学習政策フォーラム）を島根県雲南市（10
月）、北海道平取町（10月）、愛媛県新居浜市（11
月）、及び東京都文京区（12月）にて開催した。
また、都道府県及び市町村における社会教育
行政の充実に資するため、優れた専門的能力を
有する社会教育主事等の専門職員の養成等を
図った。
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4　生活環境

○公共交通機関のバリアフリー化、歩行空間の
形成、道路交通環境の整備
公共交通機関のバリアフリー化については、

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関
する法律（平成18年法律第91号）に基づき、
公共交通事業者等に対して、鉄道駅等の旅客施
設の新設若しくは大規模な改良又は車両等の新
規導入に際しての公共交通移動等円滑化基準へ
の適合義務、既設の旅客施設・車両等に対する
適合努力義務を定めるとともに、「移動等円滑
化の促進に関する基本方針」において、平成
32年度末までの整備目標を定めている。なお、
公共交通移動等円滑化基準については、公共交
通分野のバリアフリー水準の底上げを図るため、
28年10月から開催している検討委員会の下、
28年度末までに改正の内容の方向性を整理す
べく、検討を進めた。交通政策基本法（平成
25年法律第92号）に基づく交通政策基本計画
（平成27年2月閣議決定）においても、バリア
フリーをより一層身近なものにすることを目標
の1つとして掲げており、これらを踏まえなが
らバリアフリー化の更なる推進を図っている。

○ユニバーサルデザインの促進
2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会を契機としての、共生社会の実現に向
けたユニバーサルデザイン、心のバリアフリー
を推進し、大会以降のレガシーとして残してい
く施策を実行するため、28年2月、東京オリン
ピック競技大会・東京パラリンピック競技大会担
当大臣を座長とし、関係府省庁担当局長等を構成
員とする「ユニバーサルデザイン2020関係府省
等連絡会議」が設置された。本会議の下で、空
港から競技会場等に至る連続的かつ面的なバリア

フリー化、全国のバリアフリー水準の底上げ、心
のバリアフリーの推進等取り組むべき施策につい
て検討し、29年2月に関係閣僚会議を開催し、「ユ
ニバーサルデザイン2020行動計画」を決定した。

○交通安全の確保
高齢運転者対策の推進を図るため、臨時の認
知機能検査を導入すること等を内容とする「道
路交通法の一部を改正する法律」（平成27年法
律第40号）の円滑な施行（29年3月12日施行）
に向けて、関連事務の実施体制・予算の確保、
医師会等関係機関・団体との一層の連携、新制
度の周知・広報等を推進した。
また、28年中に高齢運転者による交通事故が
相次いで発生したことを受け、28年11月15日
に「高齢運転者による交通事故防止対策に関す
る関係閣僚会議」が開催された。これを受け、
高齢運転者の交通事故防止について、関係行政
機関における更なる対策の検討を促進し、その
成果等に基づき早急に対策を講じるため、28年
11月24日、交通対策本部（本部長：内閣府特
命担当大臣）の下に関係省庁局長級を構成員と
する「高齢運転者交通事故防止対策ワーキング
チーム」を設置した。同ワーキングチームでは、
内閣総理大臣からの指示を踏まえ、各種対策に
ついてそれぞれ担当する省庁を中心に検討し、
取り得る対策を早急に講じていくこととし、29
年6月を目途に全体的な取りまとめを行うとと
もに、それ以降も検討が必要なテーマについて
は引き続き検討を継続していくこととしている。

○成年後見制度の利用の促進
認知症高齢者等の財産管理や契約に関し、本
人を支援する成年後見制度について、周知を
図った。
成年後見制度は、認知症、知的障害その他精
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神上の障害があることにより、財産の管理又は
日常生活等に支障がある者を支える重要な手段
であり、その利用の促進に関する施策を総合的
かつ計画的に推進するため、平成28年4月に「成
年後見制度の利用の促進に関する法律」（平成28
年法律第29号）が成立し、本法律に基づき、「成
年後見制度利用促進委員会」における議論を踏
まえ、平成29年3月に「成年後見制度利用促進
基本計画」を閣議決定した。基本計画には、利
用者がメリットを実感できる制度・運用の改善、
権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり、
不正防止の徹底と利用しやすさとの調和などの
観点からの施策目標等を盛り込んでいる。

○悪質商法からの保護
高齢者を狙った特殊詐欺（振り込め詐欺等）
などを未然に防止するため、政府広報として、
平成24年度より継続的に様々な媒体を活用し
たキャンペーン広報を実施している。28年度
は、11月より「高齢者詐欺・トラブル予防は、
みんなが主役！」を合言葉に、高齢者本人及び
家族を含む周囲層を主なターゲットとして、こ
まめな声かけ、日頃の連絡が大切であることな
どを啓発している。
また、平成28年4月から施行された消費者安
全法の改正を一部内容とする「不当景品類及び
不当表示防止法等の一部を改正する等の法律」
（平成26年法律第71号。以下同法による改正後
の消費者安全法を「改正消費者安全法」という。）
では、地域社会における高齢者等の見守りネッ
トワークの構築のため、地方公共団体において
消費者安全確保地域協議会を設置できることが
盛り込まれており、地方公共団体向けの説明会
等を行った。また、消費者安全確保地域協議会
を設置した地方公共団体の先進的事例を収集し、
公表に向けて準備を行う等、各地域における見

守りネットワークの設置促進に向け取り組んだ。
高齢者の周りの人々による見守りの強化の一
環として、高齢者団体のほか障害者団体、行政
機関等を構成員とする「高齢消費者・障害消費
者見守りネットワーク連絡協議会」を29年3月
に開催し、「高齢者、障害者の消費者トラブル
防止のため、積極的な情報発信を行う」「多様な
主体が緊密に連携して、消費者トラブルの防止
や「見守り」に取り組む」等を申し合わせた。

○生涯活躍のまち（日本版CCRC）の推進
地方創生の観点から、中高年齢者が、希望に
応じて地方や「まちなか」に移り住み、様々な
世代の地域の住民と交流しながら、就労や生涯
学習、社会活動への参加等を通じて健康でアク
ティブな生活を送り、必要に応じて医療・介護
を受けることができるような「生涯活躍のま
ち」づくりを推進している。平成28年4月には
改正地域再生法（平成28年4月20日施行）が
国会で可決・成立し、地方公共団体が地域再生
計画の認定を受けた場合に講じられる措置とし
て、新たに交付金の交付や、「生涯活躍のまち」
に取り組む場合の事業者の手続き上の特例が盛
り込まれた。この特例措置に係る「生涯活躍の
まち」の地域再生計画は、平成28年度中に13
市町、13計画について認定を行った。また、
地方創生推進交付金に関しては、「生涯活躍の
まち」分野で51事業を交付決定した。
なお、平成28年10月現在で実施した自治体
に対するアンケート調査によると、71団体が、
既に「生涯活躍のまち」の取組を開始している
と回答している。
また、関係府省が連携して地方公共団体の取
組を支援する「生涯活躍のまち形成支援チー
ム」を開催し、取組の過程で浮上した課題の解
決に向け、検討、助言等を行った。さらに、自
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治体による取組を一層促進するため、「生涯活
躍のまち」づくりを担う人材の育成カリキュラ
ムやビジネスモデルの調査・研究等を行い、
「生涯活躍のまち」の取組を進める上で参考と
なるマニュアルをとりまとめた。

5　高齢社会に対応した市場の活性化と
調査研究推進

○不安の解消、生涯を楽しむための医療・介護
サービスの基盤強化
医療・介護従事者不足や医師の診療科偏在・
地域偏在の課題等の解決のための取組として、
地域医療支援センターの拡充（平成28年度ま
でに全ての都道府県に設置）、チーム医療の推
進等を行った。医学部入学定員については、28
年度の医学部の入学定員を128人増員した（20
年度からの定員増は累積1,637人）。また、病床
に応じた医療資源の投入を行い、効率的・効果
的な質の高い医療サービスを安定的に提供でき
る体制の構築に向けた取組を進めている。

○地域における高齢者の安心な暮らしの実現
平成28年度においても、地域主導による地
域医療の再生や在宅介護の充実を引き続き図っ
た。医療、介護の専門家を始め、地域の多様な
関係者を含めた多職種が協働して個別事例の支
援方針の検討等を行う「地域ケア会議」の取組
の推進や、情報通信技術の活用による在宅での
生活支援ツールの整備などを進め、地域に暮ら
す高齢者が自らの希望するサービスを受けるこ
とができる社会の構築を進めた。

○情報通信の活用等に関する研究開発
高齢者事故対策や移動支援等の諸課題の解決
に大きな期待がされている自動車の自動運転に

関して、「国土交通省自動運転戦略本部」を立
ち上げ、高齢者事故対策を目的とした自動運転
技術の開発及び普及促進策や、中山間地域にお
ける「道の駅」等を拠点とした自動運転サービ
スの実験・実装に向けた検討を実施した。

○高齢社会対策の総合的な推進のための政策研
究
高齢社会対策総合調査として、高齢社会対策
の施策分野別にテーマを設定し、高齢者の意識
やその変化を把握している。平成28年度は、
高齢者の経済的な暮らし、住宅や生活環境、社
会活動への参加について調査を実施した。

6　全世代が参画する超高齢社会に対応
した基盤構築

○雇用・就業における女性の能力発揮
事業主による妊娠、出産、育児休業・介護休
業等の申出・取得を理由とする不利益取扱い
は、既に男女雇用機会均等法等で禁止されてい
るが、近年、上司・同僚からのハラスメントも
問題となっている。そのため、男女雇用機会均
等法及び育児・介護休業法が改正され、上司・
同僚による職場における妊娠、出産、育児休業
等・介護休業等の申出・取得に関するハラスメ
ントの防止措置を講じることが事業主に対し新
たに義務付けられた（平成29年1月1日施行）。
女性の職業生活における活躍を一層推進する
ため、「女性の職業生活における活躍の推進に
関する法律」（平成27年法律第64号）が平成28
年4月に全面施行された。国・都道府県・市区
町村における行動計画策定率は100％となって
いる。同法に定める、自社の女性活躍の状況把
握、課題分析、行動計画策定を簡易に行える
「一般事業主行動計画策定支援ツール」の提供
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や、中小企業における法に基づく取り組みを支
援することを目的とした「中小企業のための女
性活躍推進事業」を実施するとともに、実際に
行動計画に定めた目標を達成した事業主に対す
る助成金の支給、さらに企業の女性の活躍状況
に関する情報や行動計画を公表できる場として
「女性の活躍推進企業データベース」の提供な
どにより、事業主の取組支援を行った。

○非正規雇用労働者対策の推進
雇用情勢が着実に改善しているタイミングを
捉え、正社員を希望する方の正社員転換や非正
規雇用を選択する方の待遇改善を推進すること
が重要である。このため、厚生労働大臣を本部
長とした「正社員転換・待遇改善実現本部」に
おいて、今後5年間の正社員転換・待遇改善に
係る目標や取組をまとめた「正社員転換・待遇
改善実現プラン」を平成28年1月に策定した。
また、各都道府県労働局にも本部を設置し、同
年3月までにそれぞれの地域プランを策定した。
これらのプランに基づき、非正規雇用労働者の
正社員転換・待遇改善を強力に推進している。
また、平成28年6月に閣議決定された「ニッ
ポン一億総活躍プラン」を受けて職務等を限定
した「多様な正社員」モデルの普及・拡大を図
るため、「雇用管理上の留意事項」の周知と合
わせて、シンポジウムやセミナーの開催、モデ
ル就業規則の作成、コンサルティングなどの支
援を行った。

○子育て支援施策の総合的推進
子ども・子育て支援新制度が27年4月に本格

施行された後は、各自治体において直面してい
る運営上の課題等に関する情報交換・意見交換
などを行い、状況の把握に努めるとともに、パン
フレットやQ＆Aの作成、説明会の開催等を通

じて、保護者や事業者、自治体等の関係者に新
制度の周知を図り、制度の円滑な運用に努めた。
また、27年度予算に引き続き、28年度当初
予算においては、消費税10％への引上げが延
期される中にあって、量的拡充のみならず、消
費税10％への引上げにより確保する0.7兆円程
度の財源の確保を前提に実施を予定していた
「質の向上」に係る事項を全て実施するために
必要な予算が計上されたところである。
また、新制度の施行にあわせて、内閣府に

「子ども・子育て本部」を設置し、認定こども
園、幼稚園、保育所に対する共通の給付や小規
模保育等への給付等の財政支援を内閣府に一本
化した。一方で、学校教育法体系及び児童福祉
法体系との整合性を確保する観点から、内閣府、
文部科学省及び厚生労働省が引き続き密接な連
携を図りながら事務を実施していくこととした。
平成28年度からは、多様な就労形態に対応
する保育サービスの拡大を行うため、子ども・
子育て支援法の改正によって新設した仕事・子
育て両立支援事業において企業主導型保育事業
を実施し、企業が主導して設置する事業所内保
育施設について、その整備・運営に係る費用の
一部を助成している。
本事業では、設置場所を企業の敷地内に限定
していないことから、例えば、中小企業等が共
同で設置・利用するもの、自企業の事業所内で
はなく、利用する従業員や地域の子供の利便性
を考慮し、駅近接地に設置するものなど従業員
や各企業のニーズに沿った創意工夫の下、事業
が展開されている。
上記に加え、同年度から企業主導型ベビー
シッター利用者支援事業として、多様な働き方
をしている労働者がベビーシッター派遣サービ
スを就労のために利用した場合に、その利用料
金の一部を助成している。
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